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 令５香南市監査委員告示第１号 

 

 令和４年 12月 23日付け 04香南監委発第 30号、令４香南市監査委員告示第 10号により

公表した定期監査結果報告書に基づき、措置を講じた旨の通知が香南市長及び香南市教育

長からあったので、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項及び香南市監査

基準第 17条の規定により、当該通知に係る事項を公表します。 

 

令和５年２月７日 

 

 

香南市監査委員  有岡 正博  

    同     安岡 敬子  

同     片山  透  
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令和４年度の定期監査（契約・指定管理者関係）の結果に基づき、講じた措置の状況

は下記のとおりです。 

※原文の内容を変更しない程度に、一部校正しています。 

 

記 

 

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容 

（１）契約内容について＜総務課、人権課、住宅管財課＞ 

契約とは、当事者間において締結される

法的拘束力を持つ合意と定義されており、

当事者の意思の合致で、成立するものであ

る。 

契約書を作成する場合には、当初の契約

時に内容を十分に精査することによって、

合意の成立が確認できるようにしておく

ことが必要である。 

今回の監査では、契約管理システムを使

用した標準書式ではない契約書において、

遅延利息率及び損害金利率、契約保証金な

どについて記載がないものや、利率が誤っ

ているものが、散見された。 

地方自治法施行令（以下「施行令」とい

う。）第 167条の 15第２項では、「検査は、

契約書、仕様書及び設計書その他の関係書

類に基づいて行わなければならない。」と

規定している。しかしながら、契約書の条

項において、仕様書を定める旨の規定があ

るにもかかわらず、契約当初に仕様書が作

成されていない。また、仕様書に規定して

いる事項が、その規定どおりに履行されて

いないなどの不備が複数で確認された。 

仕様書は、満たすべき条件や内容を明確

化し、認識齟齬を生まないために作成する

ものであり、確実に履行されているかを確

認し、責任の所在を明らかにするためにも

重要である。仕様書が作成されていなけれ

ば、適正な検査ができないことから、債務

＜総務課＞ 

当該契約については、プロポーザルの際

の仕様書は、当該業務で必要とする機能及

び非機能要件について取りまとめたもの

との認識でおり、選定の際には仕様を満た

していることが確認されていました。 

契約に用いる仕様書は、必要とする機能

以外にも製品固有の機能についての仕様

が追加されることから、契約までに行われ

る協議により確定した仕様書を添付する

必要があったが、添付することを失念して

いました。 

本年度からは、契約に際して仕様書を添

付し、完了検査の際に、契約内容が適正か

つ確実に仕様書に則して履行されている

かなど適切な事務処理を行うようにいた

します。 

 

＜人権課＞ 

契約書の遅延利息率及び損害金利率が

誤っていたことについて、契約管理システ

ムによる標準様式を使用していれば防げ

ていたことであり、職員の理解不足が招い

た結果であることから、契約管理システム

による事務処理の徹底と研修等に参加し

理解促進を図ります。 

また、仕様書等の契約関係書類が作成 

されていなかったこと及び財務規則に規

定されていた予定調書の作成等の事務が
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不履行を指摘できなくなる。そして、仕様

書に基づいて検査を行い、適正に履行され

ているか確認をした後、支払を行うべきで

ある。 

今後は、適時・適切な契約書及び仕様書

の作成・変更を行い、また履行確認等の点

に留意した上で、適正な事務処理を行われ

たい。 

契約の保証については、当該工事の契約

書第４条第１項に「受注者は、契約の締結

と同時に保証を付さなければならない」と

あるが、契約日より約１ヶ月後の工期期間

初日に納付書を発行し、後日、受注者から

納付されていることが確認された。 

契約保証金は、地方自治法施行令第 167

条の 16で、「普通地方公共団体は、当該普

通地方公共団体と契約を締結する者をし

て、規則で定める率又は額の契約保証金を

納めさせなければならない。」と規定され

ており、地方自治法第 234条の２第２項で

は、「契約の相手方が契約上の義務を履行

しないときは、その契約保証金は、当該普

通公共団体に帰属するものとする。」とさ

れている。 

これは、契約の相手方に義務の履行を促

進することを目的としており、契約事項の

中でも重要なものである。 

しかしながら、今回の契約保証金につい

ての事務処理においては、契約書の内容と

は異なった不適切な履行となっている。今

後は、契約書の内容を遵守し、関係法令に

則った適正な契約事務を行われたい。 

適切に行われていなかったことについて、

財務規則や契約事務に関する理解が不十

分であったことから、不適切な事務処理と

なったものです。 

地方自治法施行令や財務規則等の関係

法令及び契約事務マニュアルをあらため

て確認し理解を深めるとともに、決裁時な

ど課内でのチェック機能を十分に働かせ、

適切な事務の執行に努めます。 

 

＜住宅管財課＞ 

指摘のありました契約書の誤記述では、

受注者に契約書を送付していましたが、受

注者が一昨年の契約書を当年度用に訂正

したもので、十分確認していない契約書で

締結したこと、検査関係では、地方自治法

施行令第 167条の 15第２項の規定どおり、

検査が適正に履行できていませんでした。 

今後は、適切な契約書及び仕様書の作成

を行うと共に、検査において仕様書に基づ

いた履行確認を行います。併せて課職員に

対して関係法令に基づき、適正な事務処理

を徹底してまいります。 

 

（２）契約保証金について＜上下水道課＞ 

契約保証金は、施行令第 167条の 16で、

「普通地方公共団体は、当該普通地方公共

団体と契約を締結する者をして、規則で定

める率又は額の契約保証金を納めさせな

今回、指摘された契約保証金の増減に 

つきましては、香南市財務規則第 113条に

おいて、既に締結した契約について契約金

額を増減することとなった場合は、その増
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ければならない。」と規定されており、地

方自治法（以下「自治法」という。）第 234

条の２第２項では、「契約の相手方が契約

上の義務を履行しないときは、その契約保

証金は、当該普通公共団体に帰属するもの

とする。」とされている。 

香南市財務規則（以下「財務規則」とい

う。）第 110 条で「契約保証金の額は、当

該契約金 

額の 100 分の 10 以上とする。」、同規則第

113 条で「既に締結した契約について契約

金額を増減することとなった場合は、その

増減の割合に従って契約保証金を増減し

なければならない。」と規定されている。 

しかしながら、今回の監査において、変

更契約で契約金額は変更しているが、契約

保証金については金額が増減されていな

い事例が複数見受けられた。 

契約保証金は、契約の相手方に義務の履

行を促進することを目的としており、契約

事項の中でも重要なものである。 

今後は、変更契約で金額に増減があった

場合は、関係法令に準拠した適正な事務を

行われたい。 

減の割合に従って契約保証金を増減しな

ければならない。ただし、市長が認めたと

きはこの限りではないと規定されていま

す。 

今後は、変更契約で金額に増減がある場

合であっても、契約保証金の変更をしない

場合には、変更契約の回議書において、同

規則第 113条のただし書きを適用する旨を

明記します。 

また、変更契約において契約保証金を増

減する場合については、住宅管財課と協議

し対応します。 

（３）香南市市営バス運行委託契約について＜地域支援課＞ 

当該契約は、３年間の契約で市営バス運

営を委託しているが、年度末に実績報告書

が提出されておらず、検査調書が作成され

ていないことが確認された。 

自治法第 234条の２第１項において、「契

約の適正な履行を確保するため、必要な検

査をしなければならない。」とされており、

業務が適正かつ確実に履行されているか、

毎年度検査をしなければならない。 

今後は、契約の履行を確保するため、複

数年契約であっても単年度ごとに履行確

認を行い、検査調書を作成する適切な事務

当該契約（令和２年９月１日から令和５

年８月 31 日までの３年間の契約期間）に

ついて、年度末に実績報告書が提出されて

おらず、検査調書が作成されていないこと

につきましては、完了検査を毎年度ではな

く、令和５年８月 31 日の業務完了後に行

うことで自治法第 234条の２第１項の契約

の履行の確保をすることができるものと

誤って認識しておりました。 

本年度以降は、業務が適正かつ確実に履

行されているか、受託者から当該年度分の

業務完了の通知を受け、契約書その他関係
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処理を行われたい。 書類を基に検査を行い、検査調書を作成す

る適切な事務処理を行うようにいたしま

す。 

（４）声の広報事業委託業務契約について＜福祉事務所＞ 

当該契約は、市広報を音声データに変換 

したものを対象者へ郵送する業務委託で

ある。 

標準書式の契約書での締結をしておら

ず、遅延利息について誤った利率が契約書

に記載されていた。 

そして、契約書では、受託者は前払金を

請求することができ、前払金額は協議の上

で定めるものと規定されているが、具体的

に契約書や仕様書に前払金額や時期の明

示はなく、協議を行った資料も確認できな

かった。 

業務は毎月発生し、年間２回に分けて委

託料を支払っているが、５月に委託金額の

約 90％以上の請求があり、支払っている。

年度末に提出された契約相手側の決算見

込書を確認すると、歳出は毎月ほぼ同額の

費用が発生しており、前払金額の根拠は不

明確である。 

今後は相手側と協議を行い、契約書の内

容と履行状況に応じた支払方法等につい

て、見直しをされたい。 

令和５年度からは、標準書式の契約書に

より締結を行い、委託料の支払方法として

は、契約書又は仕様書に明示し、毎月の

CD データの納品完了により支払を行いま

す。 

今後は香南市財務規則に基づき適切に

契約事務を行うよう努めてまいります。 

 

（５）香南市地域リハビリテーション活動支援事業委託契約について＜高齢者介護課＞ 

当該契約に伴う支出負担行為変更票に 

おいて、決裁区分に誤りがあり、出納機関

欄の会計管理者等の押印がなく、債権者の

住所は変更契約書の記載と異なっている

等、不備が多く見受けられた。 

さらに３月 31日付で、２回目の変更契約 

を行った際、変更契約書と完了通知書等そ 

の他の書類において、記載された受託者の 

住所が異なるものが混在しており、契約書 

の委託者欄の記載においても不適切な事 

当該委託業務における定期監査の結 

果を踏まえ、今後は、要綱及び香南市財務

規則、事務決裁規程、関係法令を再確認し

て業務に遂行してまいります。 

また、課内業務においても、改めて適正

な業務遂行に向け全職員が再認識し、併せ

て決裁において確認体制を強化してまい

ります。 
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務処理となっている。 

そして、財務規則第 116条第５項で、契

約書を作成した契約に関しては、検査調書

を作成しなければならないと規定されて

いるが、検査調書の作成を省略している。

同項ただし書の規定は、契約書の作成を省

略した契約に係る検査については、検査調

書の作成は省略できるとされているもの

であり、契約金額が 30 万円以下であって

も契約書を作成している場合、検査調書の

作成は省略できない。 

 また、当該実施要綱第７条に「活動支援

事業利用決定通知書」（様式第２号）によ

り申請者に通知し、リハビリ専門職にその

写しを送付するものとするとされている

が、作成されていない。 

 以上のことから、担当者だけでなく、課 

内において回議書の内容確認が十分でき

ておらず、決裁を行う際のチェック機能が

果たせていないと言わざるを得ない。 

今後は、関係法令を確認したうえで、受

託者へ適正な指導を行い、課全体で適正な

事務処理の遂行に努められたい。 

 

（６）子育て生活支援特別給付金支給システム改修委託契約について＜市民保険課＞ 

施行令第 167条の２第１項第２号により 

随意契約を行っているが、契約等審議会で

諮る以前に見積依頼をし、契約締結を行う

事務処理の時系列として整合性のとれて

いない不適切な事務処理となっている。 

契約等審議会は、契約に関し適正を期す

るために設置されており、本来であれば審

議会の決定後、管財係より付議申請結果通

知を受けてから、見積書の提出を依頼し、

契約を締結すべきである。香南市契約等審

議会規程第７条第１項において、「会長は、

緊急やむを得ない事情により審議会に付

今回のように契約までに期間のない場

合につきましては、香南市契約等審議会規

程第 7条の規定に基づいた、専決を受ける

など適切な契約事務処理を行います。 

また、契約事務に関し、研修等による知

識及び意識の向上に努めるとともに、イレ

ギュラーな件に関しては契約担当課と連

携を密にし、助言を求めるなど、慎重かつ

適切な事務処理に努めてまいります。 
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議することができないときは、関係課長の

意見を徴し、当該事項を審議会に代わって

専決することができる。」とされている。 

臨時議会での補正予算の議決後、契約ま

でに期間がない本契約の場合、同日付けで

審議会において専決処分をしたのち、契約

をすべきであった。 

今後は、研修等に参加するなどし、契約

に関する正しい事務処理を認識したうえ

で、適切な契約事務に努められたい。 

（７）保育所トイレ改修工事について＜こども課＞ 

当該契約は、同一保育所における便座改

修工事について、契約を場所ごとに８件に

分割し、全て 30 万円以下で１業者と随意

契約を行った、極めて不適切な事例であ

る。 

契約の相手方については、原則として競

争入札により選定するところ、財務規則第

105 条の規定により予定価格が少額である

契約は、事務の省力化を図るため、例外と

して随意契約ができるものとされている。

さらに、同規則第 107条第１項ただし書に

より、随意契約による場合、予定価格が 30

万円以下の工事については、１人の者から

の見積書の徴収で可と規定されている。 

当該契約の締結に当たっては、相手方業

者から、同日付けで 30 万円以下の見積書

４件の提出を受け、４件全て同日で起案・

決裁し、同日で請書により契約を締結して

いる。また、この４件は、工期と請求書の

日付も同日となっており、その後も２件ず

つ２回に分け、それぞれ 30 万円以下でほ

ぼ同時期に工事を行っている。さらに、請

書に貼付されるべき印紙が２件無いこと

も確認された。 

当該契約は、全８件の契約金額を合計す

ると約 239万円となり、本来であれば、契

保育所トイレ改修工事の事務処理につ

きましては、本来なら契約等審議会に諮っ

たうえで一括して一般競争入札を行わな

ければならなかったところを、８件に分割

して随意契約を行っていました。業者への

便宜を図るものではなく、トイレ環境の早

期改善をするために行ったものですが、財

務規則第１０５条及び同規則第１0７条に

基づく随意契約による事務の省力化を図

るべきではなく、予定価格を定め、適正な

調達手続をとる必要がありました。 

指摘後すぐに課内全職員に適正な事務

処理を行うよう周知徹底を行い、今後につ

きましては課内全体で契約事務を再確認

し、適正な契約締結の遂行に努めてまいり

ます。 

また、請書に貼付されるべき印紙が２件

無かったことにつきましても職員の確認

不足によることと、課内のチェック体制が

不十分であったことが要因です。この件に

つきましても職員に周知徹底を行い、今後

は課内で確認できるよう体制を整え不備

がないように努めてまいります。 
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約等審議会に諮ったのち、一括して一般競

争入札を行わなければならなかった。 

地方公共団体は、最少の経費で最大の効

果を挙げるようにしなければならない中

において、当該契約は、一般競争入札を回

避するため、前述のただし書を適用して随

意契約ができるよう、30万円以下の８件に

分割発注をした疑義が生じる。分割発注に

ついては、中小企業の育成や受注機会の確

保などから、複数の事業者と契約する形式

ではあり得るが、今回の契約の相手方は１

業者のみであり、相手方の選定に合理的な

理由が見受けられない。 

今後は、事務省力化のため、安易に分割発

注を行うのではなく、自治体職員として法

令遵守に留意し、契約事務の公平・公正・

透明性を図り、経済性及び適正な履行を確

保した上で、市民に対して説明責任が果た

せるよう、課全体で適正な契約締結の遂行

に努められたい。 

（８）予定価格調書等について＜総括：住宅管財課＞ 

予定価格は、財務規則第 106 条で、「随

意契約によろうとするときは、予定価格を

定めなければならない。」とされており、

同規則第 105条で各契約の種類に応じて作

成すべき金額が規定されている。また、住

宅管財課作成の契約事務マニュアルにも、

特命随意契約の場合でも予定価格調書の

作成が必要と記載されている。 

しかしながら、今回の監査で、主に委託

契約（特命随契）において、予定価格調書

及び見積記録、見積結果通知の作成がされ

ていない事例が全庁的に多数確認された。

これは、残念ながら、多くの職員の契約に

対する認識及び関係法令の理解が不十分

であると言わざるを得ない。 

今後は、契約事務に関わる職員は研修等

委託契約（特命随契）の予定価格調書及

び見積記録、見積結果通知の作成がない指

摘がありましたが、会計課及び住宅管財課

で契約事務処理の不慣れな職員及び新規

職員を対象に研修を行っており、毎年 7月

に会計課が「会計事務・契約事務及び市単

独補助金の研修会」、毎年 2 月に住宅管財

課が「契約事務及び契約管理システム操作

研修」を開催し、適正な契約事務処理の研

修を行いました。その研修資料は「契約事

務マニュアル」文書管理に掲載しておりま

す。 

今回、「契約に対する認識及び関係法令

の理解が不十分である」と指摘されたこと

から、今後も会計課と連携を図り、職員に

対して契約事務の関係法令に基づく適正
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の参加や、住宅管財課作成の契約事務マニ

ュアルの活用などにより根拠法令等に留

意した適切な事務の執行に努められたい。 

（該当課：総務課、福祉事務所、高齢者介

護課、税務収納課、市民保険課、人権課、

建設課、生涯学習課、上下水道課） 

 

な事務処理が執行できるよう研修等併せ

て指導してまいります。 

 

３ 総括 ＜総務課＞ 

今回の監査において、標準様式契約書を

使用していない契約書において不備があ

る事例が散見された。 

契約の主管課である住宅管財課は、マニ 

ュアルを作成し、契約事務及び契約管理シ

ステム操作研修会を行い、職員への契約管

理システムへの入力徹底の指導を行って

いるが、今回の監査の結果を見ると、残念

ながら全職員が契約に関する知識が十分

であるとは言いがたい。 

契約書に関しては、遅延利息率や損害金

利率、契約保証金など必要な重要項目の不

備は、該当事案が発生した際には、トラブ

ルになることも考えられることから、契約

内容に留意して適正に作成されたい。 

そして、契約に関する文書の保存年限

は、香南市文書管理保存規程により 10 年

とされており、過去の定期監査においても

度々指摘を行い、主管課である総務課より

２年連続で指導を行っているにもかかわ

らず、いまだ保存年限を５年としている回

議書及び簿冊が多数あり、文書管理システ

ムでの文書作成において前例踏襲による

事務処理となっていることを表している。

誤った保存年限で文書が破棄された場合

には、書類の確認が困難になることから、

情報公開制度も踏まえた適正な事務処理

に努められたい。 

これらの繰り返される不適切な事務処

＜総務課＞ 

昨年度の定期監査の結果で契約に関す

る文書の保存年限について報告を受け、庁

議やインフォメーションにて周知いたし

ましたが、未だ徹底されていないことか

ら、令和５年１月１１日（水）インフォメ

ーションにて、契約に関する文書の保存年

限について、職員向けに周知を行いまし

た。同内容については、令和５年２月開催

の庁議において管理職にも改めて周知す

る予定です。 

今後は、令和３年度から実施してきた起

案文書作成研修を引き続き毎年実施して

いくなど、職員に対し研修の機会を設け、

また、総務課における公印審査時に契約に

関する文書（回議書）の保存年限について

も確認を行い、都度、修正を行うよう指導

するなど、適正な事務処理が行われるよう

繰り返し職員への指導・周知に取り組んで

まいります。 
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理については、人事異動時や職場内ローテ

ーション時での担当職務の変更に係る事

務引継を徹底することにより、防止するこ

とは十分に可能である。監査結果として改

善・指摘をしているにも関わらず、繰り返

し改善・指摘を求めるということは、監査

による改善・指摘事項を軽んじていると捉

えられ、非常に遺憾である。 

各所属長に対しては、前述の「第２ 監

査の結果、１ 契約・財産収入関係」にお

ける留意、改善すべき事項と併せて、所属

職員全員に監査による改善・指摘事項を確

実に伝達するとともに、事務引継ぎを必ず

実施し、同じ不適切な事務処理を繰り返さ

ないために指導を徹底するよう強く求め

る。 

さらに、回議書の内容や添付資料の不備

も散見され、公文書に対する職員の管理意

識の向上が必須である。 

職員は、今一度、法令遵守の意識を持ち、 

研修会に参加するなど自己研鑽に努める

とともに主管課からの事務連絡に注意を

払い、根拠法令に基づく適正な契約事務及

び文書管理に努められたい。 

また、契約の主管課である住宅管財課と

文書管理の主管課である総務課は、引き続

き周知徹底を行い、研修会を開催するな

ど、より一層の職員の意識向上と事務改善

に繰り返し努めることを望むものである。 

 

 


